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資本測定と標準商品※

岡本義行

I はじめに

ケY ブリッジ資本論争と呼ばれた最近の論争には，資本測定，均衡の概念，

reswitching， capital悶reverslng，投資に関する社会的収益率など，いくつかの

論点が存在した九ヶ yブリッジ派と新古典派とり基本的な対立は，資本主義

経済に対するヴィジョンの相異に根ざしているの。 相異は分配理論の構成にお

いてあらわれる。新古典派が消費者主権のヴィジ.:-'に基き限界生産力理論に

分配理論を求めるりに対して，ケ Yブリッジ派は生産者主権のずイクヨ Yに基

き剰余理論3)に分配理論を求める。 しかし， 分配理論を首尾一貫した理論たら

Lめるためには，資本論争で明かにされた資木測定にともなう困難を克服しな

ければならない。困難は価値が分配から独立でないととによって生ずる。価値

理論と分配理論との相互依存関係が問題なのであるのこの点をHカードが認識

していたことは学説史上有名なことであるべ リカードの分配理論が価値理論

とともに放棄されたように，価値と分配の理論は経済理論にとって根幹である

がゆえにイテオロギーや社会観とかかわって議論されてきた。しかし，資本測

※本稿の作成にあたって，菱山教授および友人諸日に，有誌なコメ γトをいただいたミ主芦感謝
する.
1) ヶγプリック資本論争の推移，論点，および評価について[4J ( 6 J (19 J (20J (23J (26)(35J (37J 
参照。
2) ]. Robin田nはζの点乞強調し亡きた(28J(29Jo新古典派，ケ〆/リッシ流〈主に].Robin~ 
son) ，マルクスの間白バラダイムの相違を整理したもDに(14Joまた，新首典派とケンプリック
派との分析構造の違いを明らかにしたものに(8J(17Jがある.
3) スミスからマルクスまでの分配理論申型をさすa
4) 労働価値論の悟正として知られている。この点に関しては(32J5節書照。
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定上の困難を価値理論と分配理論との関連において明かにし，解決方法を探る

ことはそれ自体理論的な課題である。論理整合的に解決法を見い出し得tioい分

配理論はその理論的意義を喪失するυ

資本論争では価値と分配に関する限界生産力理論の妥当性が論議された九

本稿はケンプロヅジ派の分配理論に対してスラッファが与えた資本測定法的に

ついて検討する。最初に，資本測定において生ずる問題点を暁かにする。すな

わち，分配の変化が相対価格に与える影響と帰結について述べる。第二に，分

配の変化にもかかわらず相対価格が不変にとどまる条件のもとに成立する関係

について，およびその条件とスラッファの導いた不変の価値尺度が満たすべき

条件との関連について，議論する。第三に，不変の価値尺度が満たすべき条件

より不変の価値尺度(標準商品〕を導出する。第一，第二，第三の論点を，それ

ぞれm.N. V節で取上げる。次節 CII)において.必要な仮定とモデルを設
定する。最後に.VI節では，まとめとして.資本測定における標準商品の機能

と性格について述べる。本稿は，全体として，分配の変化と相対価格の変化に

関する条件の整理がはたされるの己ある。

11 モデ)~と仮定

次の仮定のもとに以下の議論をおこなう。

ω 労働が唯一白本源的要素である。
(b) 技術は固定的で，生産的なもりが採用されている。

(c) 規模に関して収益不変である。

但)生産期間は全産業において同一である。

伶) 資本は全て流動資本である。

(凸 単一の商品を生産して，結合生産物はない。

働賃金は後処いである。

(h) 体系全体にわたって，均等な利閏率および賃金率が支配している。

め より正確には，集計的生産関数，および収益事の概念の妥当性カ3問題にされた。非集計的な限
界生産力理論に対する批判は[5J [4町参照。
6) 不変白価憧尺度としてD標準商品.
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。) 全ての産業において，必ず直接労働が雇用される。

記号を次のように定義する。

価格ベグター p= (p" ..... > P.) 

労働投入ベクター L=(l" .......ι〕

産出行列

資本係数行列

X=[三妥]
Atli三;1

均等利潤率:r，貨幣賃金率 w

ここで aij は商品Jの物的数量一単位の生産に必要な商品 zの数量であり，

ιは直接必要な労働量である。
資本係数 a，パ主性質j二非負を仮定してよい。分配関係と相対価格との関連を

述べる文脈では，他の商品の生産に生産手段として投入されない商品を捨象し

ても，議論の本質には影響しない。したがって，他の全ての商品生産に，直接

間接に投入される商品7)のみからなる経済体系を仮定する。すなわち， 資本係

数行列A を分解不能8)と仮定する。また，行列Aは仮定(防より，次の関係を満
すものとする。非負の産出量 X2:0に対して，

(1) XI-AXI=[E-A]XI= YミO

が成立する9l(このとき>X>Oである〕。 ζDことを A が生産的であると呼ぶ。

ただし y=(Yb ....，.， Yn)'は純生産物の産出ベクタ Eは n行 n列の単

7) λラッファはこりような商品群を基礎的商品と呼ぶ。他方，置接間接に他¢全商品生産に入る
ことのない商品群を非基礎的商品と呼ぶ。非基礎的商品は華IJ潤率および他の価格には影響しない.
ただし，非基礎的商品のみに投入される非基礎的商品申存在は，手r潤J辛の決定においτ若干の問
題を生む。との点については.(四Jp_ 90付録B. (21] p. 88毒照u

8) 行列Aの行と列を周時に入れかえて[合ii:lfAu，A22はE方向〉と怠れば，Aは分解

可能，そうでなければ，分解不能という.経済学的には，分解可能tあれば体系に非基礎的商品
が含まれるが，分解不能であれば基礎的商品のみからなることを意悼する。
9) 純生産物が負であれば生産は無意沫であるロ
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位行列， 1=(1， ......， 1)'とする。したがって，資本係数行列A は，非負，分

解不能，そして生産的である。

価格体系を次のように定義しよう。

(2) P=(1+γ)PA+即 L

あるいは，

(2)' P=日 L[E-(1+のA]-l

(2)'の極大利潤率(切=0のときの利組率)をRとすれば，P*[Eー(1+R)A]=Oで

あることより，分解不能行列 Aのフロベユウ旦創刊は』ω=甘夏。た
1 _ 1 

だし，P容は極大利潤率のときの価格ベクター。ここで 1字Rくτ平子三1，す
なわち O孟fくRのとき，[E-(1+r)A]に対して [E-(1+のA]-l;:>:Oが成立

する 10)。ζのとき，w>O，しかも L>Oであることから(2)'の価格ベクターは正

である。他方，r=Rのとき， (2)'はP*[E-(1十R)A]=OoPネは分解不能行列

AのフロベニウA ・ベ!1sーであるから正である。したがっτ，(2)は仮定され

た条件のもとで，賃金の適当な範囲に対して， 正の価格および利潤率をもっ'"。

なお，体系(2)は1の労働量を雇用するものとする。すなわち，

(3) LXI=l 

III 資本測定の問題点

L 経済体系(2)はn本の方程式から成る。そして，利潤率，貨幣賃金率，およ

び価格の (n十2) コの未知数を合む。価値と分配に関する問題を議論するため

には，価格および貨幣賃金率を実質化しなければならない。何らかのニ z メレ

ーノレによ η て，相対価格おるいは実質賃金率を表わす。ニュメレーノレで表示す

るということは，尺度商品の数量をもって，価格および賃金を表現することで

あるから，単一商品であろうと合成商品であろうと機能的には同一である。体

系(2)に対して国民所得をニ品メレーノレとする。

10) [18] p. 120， p. 136参照.
11) [33] p. 27， [34] p. 21参照.
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(1) PXI-PAXI=P[E-A]XI=1 

価格体系(2)には，利潤率か賃金が体系の外から与えられねばならない。ここで

は，貨幣賃金率が社会経済的なメカニズムを還して決定され，与えられるもの

と考える由。こう仮定することは，当面の問題を明かにする以外の何物でもな

い。分配の決定要因については一切ふれない。かくて，経済体系(2)(4)は，(n+ 

1)コの未知数と (n+1)本の方程式によって構成される。

2. (2)住)より η コの価格を消去できる1へこうして得られる関係は， (4)のタ

ームで測られた実質賃金率と利潤率邑の関係である。すなわち，要素価格フロ

ンティア(賃金曲線〉である。ここで， (4)のタームの実質賃金を w'とすれは二

(5) w' T r，.... 1 
-L[E-(l十r)A]-'LE-AJXI

いうまでもなしどのようなユ土メレールを採用しようと，要素価格フロンテ

ィアを得る。しかし，要素価格フロンティアは，あるニュメレールで測定Lた

実質賃金と利潤率との関係であるから，ニ z メレールごとに異なった実質賃金

と利潤率との組合せが存在する。したがって.ニュメレーノレごとに異なる形状

の要素価格フロンティアを書くことができる。

同一生産体系において，ニュメレーノレの数だけ要素価格フロンティアが描け

る理由はこうである。分配率が変化するとき，ニ品メレーノレとして採用する商

品の価格と測定される商品の価格との相対比率が変動するからである。実質賃

金が分配変化にもとづく価値尺度財の相対価格変化を反映するのである。乙の

点を明かにするたbに，合成商品(4)に代えて単一商品iがニュメレーノレである

場合を考えてみよう。そして.pjが分配関係の変化に際してどのように変化す

るかを検討してみよう。

3. まず，pjの変化がいかなる範囲の商品価格に依存するのかを確定する。

商品jO)生産価椿方程式は，

12) 自由度 のとの悼系をどのよう巳閉じるm 互いう議論は[3][20)参用岨

13) 資本係数行田UAは丹解不能かっ生産的である.
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(6) p，xJ=(l+の石南小叩j+即 l;Xj

商品1の生産のためには，生産手段として他の商品が投入されているo pjは生

産手段として直接使用される商品の価格変化の影響を受けるばかりでなく，商

品Jの生産に直接使用されないとして弘その生産手段，そのまた生産手段等

々の生産に投下される商品の価格変化の影響をも被る。したがって，釦の変化

を考察するためには，商品jに車接間接に投下される商品全体主考J章に入れな

ければならない。資本係数Aを分解不能と仮定したので， 商品jの生J産には

直接間接に商品 1から nまで全てが投入される。次に，このことを確認しよう。

商品Jだけが純生産物をもち. j t，:除〈他の商品は jの純生産物。生産に

必要な生産手段を補填するのみで，純生産物をもたない体系主考えることがで

きる叫。収益不変を仮定している0で，現実の休系から次のような体系が得ら

れる。

P，xl'=(l+r)L: a"p，・-τl'+w1lXl'

p;x;=(l+r) 2: ai;Pi"xj+wljxj 

P.x.'=(l+r)L: a，.あ'x，，'十wl"x，，'

すなわち，

(7) P玄=(1十r)PAX十四.LX

仁'xl~_0，ごーーーOl
ただし x=l~\詮人、\λl

F Ib--710\~.I 

このとき，産出量Xは

(7) [E-A]XI=E*Y 

を満す。 E*は nXn行列で.J-J要素のみが L 他の要素は全てゼロとする。

14) スヲヅファはこの体系を小体系 (Sub-system)と呼んでいる [33Jp. 89.付録B参照.
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(1)が成立すれば )[>0の(7)が必ず存在する15joところで， 仮定(a)のもとでは

非代替定理由より， 産出量水準にかかわりな〈価格体系(2)が成立する。したが

って，商品jの価格変化を考察するためには，休系(2)全体の価格変化を考察し

なければならない。商品Jの生産に直接間接に投入される生産手段の価格変化

を考察するには，商品jの生産過程を無限にさかのぼる必要はないm。価格体

系(2)について検討すればよいのである。分配の変化，すなわち賃金の変化が体

系(2)に与える影響について，次に述べよう。

4 賃金が変化したとき相対価格が変化Lない条件をまず求める。体系(2)を

賃金叫で微分すれは

dP ，~ .•• ，.l d 
(8) dw'同一(1十r)AI=表，PA十L

ここ'"C，
dP 

賃金の変化にもかかわらず相対価格が変化しない，五~I =0と仮定す

るとき，

(9) £7四十円
を得る。(日)は

__  1，_ー=ームで・…=ーム，ι-
"L.a"p， -"L.a，2p， - -"L.a，.p. - d叩

乙れは，雇用された労働の数量に対1る生産手段の価値比率が，全産業におい

て均等であることを意味している。この均等な比率を C とする。分配の変化に

もかかわらず相対価格が不変にとどまるならば，資本集約度が均等である。と

すれば，資本集約度が均等でないとき，分配の変化とともに相対価格は変化す

る。現実には，資木集約度は不均等であるu じたがって，分担関係が変化すれ

ば，相対価格は必ず変化するであろう。

15) [18J p. 11-17害見

16) [38J p. 11番照a
17) (2)'において，[1-(l+r)AJ-'=1十(1+r)A +，+(1 +r)' A'+ であるから，価格は各生
産段i階で投入された労働量に骨解できる.スヲッウァはこれを「日付のある#働量への還元」と
呼んでいる[33J6牽参照図
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5 ζの理由を考えてみよう。価格体系(2)のもとでは，生産手段に対して均

等な利潤率が，そして雇用労働量に対して均等な賃金率が要求きれている。資

本集約度が均等であれば，どの産業においτ札分配の変化によって生ずる賃

金支払額の変化分は，対応する利潤量の変化分に等し，、。しかし，資本集約度

が不均等であれば，一方の産業群において，賃金支払額の変化分を，利潤量の

変化分をもって吸収することができないにもかかわらず.他方の産業群におい

ては，賃金支払額の変化分を，利潤の変化分をもって償えば剰余が生ずる。し

たがって，均衡が達成されるためには， 相対価格が変化しなければならない1870

それでは，分配の変化に際して， ある商品の価格あが上昇したのか， 下落

したのかを見極めることが可能であるかどうか考えτみよう。ニ z メレーノレを
あとすれば，pjPiの変化は，商品 zと商品Jの分配変化にともなう治元自変

化に依存する。それゆえJ pjを不変と仮定できない限り 19)，Piの変化。方向

について判断する根拠はない。 また， 産業tの資本集約度から p，の変化の方

向を確定することはできない。なぜなら，既にみたように J Pi は他の産業の資

本集約度の影響をうけるからである。

6. リカードは，国民所得。物的構成が不変であったとしても，分配変化の

結果，その価値額が変化することに気付いて，価値変化にもかかわらず同一で

あることを確認するための尺度を捜し求めた加。しかし.どのような商品をユ

旦メレールにLょうが，国民所得あるいは実質賃金はその価格変化の影響をう

ける。したがって，実質賃金率は分配の変化を十分反映しているとは言い難い。

このようなニュメレールで測定された実質賃金は利潤率との対抗関係を表わし

ているとは言えなし、。

18) 詳しくは[33J3章書問3
19) PJの不変を仮定することは，分配変化にもかかわらず(例えば投下骨働量りように)J>， がま
勺た〈費動じてはならないということではない.1ろが不変tあるとき注21)の条件を満たさねば
ならない自で， ;f1J潤卑の変化とともに変化してもよい。
20) ，分配を規制する法則を決定するためには」分配率をE確に知ることが必要であった [24Jp 
43， [25J参照。
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ニz メレーノレ・タームの実質賃金が与えられたとき，利潤率の決定に対Lて

重大な意成をもつこととなる。体系(2)(4)において.(4)0)タームで測られた賃金

が与えられれば. jflj潤本は得られるu しかし，ニ晶メレーノレ(4)を構成する価格

は，ある荊l潤率のも主に成立1ンていて. jfUi.閏率の変化Eともに相対価格が変化

するので，エュメレール(4)の相対価値も変化する白合成商品(4)は利潤率の変化

から独立ではない。したがって.(4)で測定レた実質賃金率は，決定されるべき

利潤率が前提されている。もちろん，単一商品をニ z メレールとしても同じで

ある。これは循環論である。要素価格フロ Yティ 7が異なるニ品メレーノレに対

して異なる形状を示すのは，この状況の表現である。 (2)の型の分配理論のもと

では，価格タームで表示されながら，にもかかわらず利潤率を前提しないとみ

なしうる資本測定の単位を必要とする2九

7.最後に，貨幣賃金率をニュメレーノレとする場合， すなわち賃金単位四あ

るいは支配労働量拙4)の概念について述べる。 価格を賃金単位で測定すること

は. (2)より，

位。 L
 
十A
 

P
一
回
〕r
 
+
 

ー↑一P一
回

ということである。賃金単位タームの価格ベクターを Pwとすれば.Mは，
M' Pw=(l+r)PwA十L

~o は (n+l) コの未知数と n 本の方程式から成る。 jflJ潤率を与件とすれば，

未知数と方程式の数が一致するので，賃金単位の価格が決定するかに見える 3

21) 不変の価値尺度が満たすべき条件は. i，) 合記上の変動から独立していて，刺閏率を決定す. . 
る与件の-とみなしラるような数量であるとともに， b) その数量とそれによフて測bれる資
本の価値とのあいだに既知D関係を恒定できるような数量J(傍点は原著者〕を必要とするとい
うことである(5)同訳 p.39，固

22) (11) 3章E参照ロ1.Robinsonは，既知の利潤車。もとで賃金単位を使用しているため以下の
議論をま曲がれる[描)(27)参照。
23) (31)同訳一冊分1出-6ベージ， (13)参照し
24) 利潤率が正であれば，同一商品。支配昔働量は投下労働量より大きい(16)p. 71， しかし，そ
のととをもって，主配苦闘ターム白価格と投下労働量を比較することは何の意障ももたない(16)
p.73審照e
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Eころで，価格体系(2)において，幸IJi閏率が与えられたとしても，ユュメレー

ノレが固定されない限り，相対価格および賃金率は決まらない。このとき，相対

価格が決定しなければ，実質賃金は得られないし，実質賃金を知る ζ となしに

は相対価格は決定し得ない。すなわち，相対価格と実質賃金率は相互依存関係

にある。とすれば，帥は何を意味するであろうか。単に比率主決定する問題で

はない。循環に陥いるものと言える問。商品をエュメレーノレにとった場合と同

様である。したがって，制'における賃金タームの価格は，形式的には決定され

ているが，理論的には無意味である。賃金単位および支配労働量は，正確な資

本測定が可能となったとき，十分意義あるものとなる。

IV 資本集約度均等の条件と不変の価値尺度の条件

1.資本集約度均等の条件(9)は，分配の変化にもかかわらず相対価格が不変

にとどまるための必要条件であった (JII節心。集計的生産関数3 代理生産関数，

あるいは新古典派パラプノレが理論的妥当怯をもつのは，資本集約度が均等の場

合である己とは既に知られている叩。そこで，これらが前提していた資本集約

度均等の経済において成立する関係について，および現実の資本集約度が不均

等な経済のもとで前者に類似した場合が見い出し得ないかどうかが課題となる。

2 資本集約度均等の条件(9)を体系(2)仏)に適用すれば，

削 P={w'+手(1+の}L

さらに，この式と(9)より

。司 L=(cw'+l+のLA

を得る。闘において，

(ゆ cw'+山 =f
とすれば， (ゆと同より，

25) このような方法論的な特徴は， [2 J 1章， [3 J 1章参照， Marxの支配労働量に対する批判は
[15J同訳冊分 p.50審照.

26) [4 J毒照。
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L[..lE-AI=O 

しかも.L>Oであるから， λばAのフロベユウス根 A(A)である。 Aの分解

不能を仮定していることより.Aは一義的に決まる。

』=A(A〕=1
l+R 

であったから，この関係を同に代入すると，

M はv'十r=R

を得る。伺より明かなように.Mは資本集約度均等(9)のもとで成立する賃金と
利潤率の関係，すなわち要素価格フロ Yティアである。 Mは(4)主ニ A メレール

としているので，ァ=0のとき τu'=1でなければならなし、2九したがって，

同 c=R

関係ωω凶に同左~由主を代入すれば，

l+R 
側 P=一支ーL

~~' Lニ (1+R)LA

M' r=RCl一回')

また. (9)は

(9)' 
dr L 
-dw' -PA-L' 

となるo M'~~'M' について，それぞれ検討してみよう。

3.倒F は， 資本集約度均等の条件(9)のもとに成立する資本係数と労働投入

係数との関係を示している。資本集約度が均等な場合には，労働投入係数が資

本係数の左からのフロベニウス・ベクターになるという特殊な生産構造が仮定

されている。

次に. (1~ は，

2初7η) 伺附}陥は£器5=0吋を叩慨仮臨定忠しτ坤導単Lい吋、サt叩7たM町こ点川白肘で.分蜘配酌の変蜘4化俳b比にも治か仲苫

ても' £最b=c吋すな肋わも曙要棄翻値格酢フ戸 γ汗テ引イげアり哨傾き拘は肋亘:>Rに凶叩お机恥川Lい円、吋て一定で叫あ抗るg
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pjP.=ι/1. 
であるから，何格はその産業に直接雇用きれた労働量に比例する。したがって，

分配関係が変化するとしても，相対価格は決して変化することはない。

M'は資本集約度が均等な場合の要素価格フロ Y ティアである。 このとき，
要素価格フロンティアは線形であるロ資本集約度が均等であれば，分配が変化

Lたとしても相対価格は変化しない。かくて，前節で述べたような，資本測定

にともなう困難は一切生じない。 (4)の代りにどのようなニュメ Vーノレを採用し

ようと，フロ Yティアは直線で描くことができるのである回。

以上の議論を要約しようロ資本集約度が均等であれば， (1) 労働と資本との

聞に特殊な構造同'が仮定されている。 このとき， (ii) 価格は各産業の直接雇

用労働量に比例する。それゆえ，附分配の変化にもかかわらず相対価格は変

化しない。したがって，例 要素価格フロ Yティアは直線である。資本集約度

が均等である乙とと， (i)および(ii)は必要十分の関係にある。乙れは(9Y(1l)'~時よ

り容易に確かめることができる開。後にわかるように， (iv)は(i)(ii)の必要条件で

はあるが十分条件ではない。また，同は(i)(ii)の十分条件ではあるが必要条件で

はない。後者についてみよう o

dP 
4. m節4では，石，=0を仮定して，£7PA+L=0(引を得た。しかし，
dP ~ ，_， ， dr ~. ， ~..， _ ~ _ dP 
dw'キOにもかかわらず ;;;"'PA+L=O主導出できる。すなわち dw'キO

であったとしても，

dP 
M d面，[E-(1+r)Al=O

_...-Tl "'"' J ，: -.-- dP 
であれば，£7PA+L=0となる。 と」ろで，恒r5，RのもとT，五件。

dP 
かつ仰が成立するのは，r=Rの場合だけである刷。 このとき d函7 はAの

28) 資本集制躍が均帯である場合には.ど申商品をニ品メレールに選択しても結果は宜わらない。
要素価格フロソティアカミ凶'の形をとるためには{引をニュメレールとする必要がある図他のニュ
メνールをとれば，フロ γティアは直識ではあるが傾きが異なる。
29) [19J P. 45参里L
30) 他に，[lーC!+r)A]=O0)場合が考えられる.しかし，この場合，産業が二コ以上あれば，ノ
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フロベユウス・ベクターである。 Aを分解不能と仮定しているので，フロベニ

ウス・ベクターは定数倍を無視すれば一意的に決まる。 Mのときは，
O司 P*[Eー C1+R)A]=O

のときである。したがって，価格体系(2)がゼロ賃金をもっとき，

。時

が成立する。

47P*A+r，=o 
aW' 

51予P*AI L=Oは次のことを意味して九これを書き換えれば，
(1司 -dγP*A=d叩 'L

ζれは，分配が変化したとき，どの産業においても.fiJ潤の変化分が賃金の変

化分に等しいζ とを意味している。 ζDような関係が満たされているとき，ハ

ラ'./;弐が保たれていると呼べば. (1司の条件。もとで生産される高品は， m節 3

を考慮したとき，無限に生産過程をさかのぼったとしてもバラ Yスを保つ生産

手段と労働の比率がくりかえされているのである叫。既にE節5で述べたよう

に，分配変化にともなう相対価格変動の原因は，均等な利潤率と賃金率の要求

に対して資本集約度が不均等であることにあった。すなわち，分配が変化した

とき，矛IJ潤量の変化分を賃金の変化分で償い得ないか剰余が生ずることにあっ

た。同が成立していれば， 産業jにおける利潤の変化め L;a.iPι*は賃金の

変化dw'ljに等ししその変化の方向は反対である。したがって，パラ γスを

保つ条件で生産された商品は，分配の変化にもかかわらず価格を変化させる必

然性をもたないだろう。

6.類似した式. (9)と刷の関係につい之述べておかねばならない。 (9)は分配

dP 
の変化にもかかわらず相対価格が不変にとどまる条件;;;"， =0を仮定して導

、、Aが分解不能という恒定に反する。一産業であれば，資本測定上の問題は生じないので，つまら
ない場合である.
31) スラッファは不変の価値尺度申必要条件として. rバランスを保つ」割合の採用とそれが舵続
的な層において r(りかえされる」とと白二条件を導いた凶さらに，との一つの条件は後者一条
件に集約されると述べている [33)p. 16参照。
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dP 
出した。 (9)は dw'ニOのとき成立する， 資本係数，労働係数，および価格の

関係，すなわち資本集約度均等という経済構造である。 Lたがって， (9)を仮定

することは，経済体系において，資本集約度の均等を仮定するこ左に等Lい。

なお，このとき，資本と労働とのパランλは保たれている。

他方，制は.資本集約度が不均等な現実の経済のもとで，ゼロ賃金のとき得

られる関係であるから，経済構造についてはどのような仮定もおかれていない。

したがって， (坊は「ハラ γスを保つ比率」が保証されていることを示している

にすぎないのであって，資本集約度均等を意味していない。このように， (9)と

例は意味すると乙ろがまった〈異なることに注意すべきである。

7，資本集約度が不均等な現実の経済では，ゼロ賃金の場合のみ，バラ γz

を保つ条件が成立することが明かになった。直接間接に投入される生産手段の

生産およびその生産がゼロ賃金でなされる商品は，バラ γJえを保つ比率をもつ

ことから，分配の変化に対Lて生ずる相対価格変化において，その変化の原因

を， この商品と比較する(ゼロ賃金以外の水準で生産された)他の商品甜の価格変

化に基〈ものとみなすことができる。したがって，ゼロ賃金の水準で継続的に

生産された商品は，不変の価値尺度の機能をもっと言える。

実際には，直接間接の生産過程において，ゼロ賃金水準のもとで生産される

個別的商品は存在しない。しかし，ノミ寺会えを長る止率で生産された商品パλ

ケットを合成できれば，その合成商品が不変の価値尺度の機能主十分に果たす

乙とになろう。

V 標準商品の導出

1. (2)より

h=(1+γ)L;aり，pι十n/lj (j=l， "'， n) 

こよで，.7産業の純生産物に対する生産手段の価値比率を cノとすれば.

32) ここでは，理論上考えられる尺度商品と現実の商品を比較している6つである.
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同 cf=金吾些{jPi=~官 '+γ
L:.a，jt，. ~aiJÞ. 

資本集約度 l;/I:.凪jt，が均等でない限り，純生産物・生産手段比率は均等では

ない。しかし，ゼロ賃金の場合のみ，

C'l =cl=" .... =c'..=R 

となり，均等であるお)。 したがって，前節で述べたゼ戸賃金の場合は，純生産

物に対する生産手段の価値比率が均等であり， その比率は Rである。 このと

き，純生産物・生産手段比率が均等であれば，パヲンスを保つ条件が保証され

ることになる。

そこで，現実の価格および生産構造のもとで，どのような分配関係の水準に

おいても，純生産物に対する生産手段の価値比率が均等となるように，産出量

を変化させよう。産出量は現実のそれ(3)とは異なったとしても，価格体系(2)は

変化しないことは既にみた。にもかかわらず，調整された経済体系はρ ラYス

を保つ条件を満たす。

2 現実体系(2)が全産業において， 生産手段の価値に対して R の比率で純

生産物の価値をもっときの産出量をX*としよう。ただい

X*=ET431 
ζのとき.純生産物 RPAX*が賃金と利潤に分配される。

帥 RPAXキ=rPAX*十叩'LXキ

Mの両辺に生産手段の価値 PAX*を加えれば，
帥 (R+1)PAX本=(1+γ)PAXホ+四LX水

(2)に右からX*を乗じて， ωと比較すると，
PX*=(l+R)PAx* 

を得る。したがって，産出量X*は.
33)ん ι(diz一首，p，)却である叫・賢本集約度が異なれば廿r首.p，). 
回 =0が C'j=C'):のため0必要十分条件である.
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同 X*I=(1+R)AXワ

を満たさねばならない。
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闘は， 現実の価格体系(2)が極大利潤率をもっと雪の双対である。 ここで，

Xマは Aのフロベニウス・ベクターであり，Aは分解不能であるから，定数

倍を無視すれば X*Iはー義的に決定できる。凶の経済的意味は，体系全体で

生産される商品の割合と，総生産手段に入る商品の割合とが同一であるという

ことである。月ラッファはこの体系を標準体系と呼んだ。現実体系が標準体系

の産出量をもっとき， 各産業の産出量品ヘー ， x，.*は，体係の構成比率に

おいて意味をもっ。したがって，標準体系はー財モデルと同じ性質である。

3. ~~あるいは倒より，

申0)' (R-r)PAX*=wLX* 

となる。これは，純生産物および利潤がともにベクター PAX*を単位として

いることを示している。したがって，賃金はベクター PAX*を単位として，

その (R-r)倍支払われている。 へクター PAX本に代えて，PAXキを構成

している商品からなる合成商品 PAXマを基準にする。このとき，闘は，

凶 RPAX'ワ=rPAX*I+wLXワ

標準体系においても現実体系ι同ーの労働量を雇用するものとする。 (3)から

LXI=LX*I=l 

である由主ら， ~~は，

~~ RPAXキl=rPAX*I+即

ことで，ベクター PAX*を構成する商品を合成したパスケァト，標準商品の

うち，標準体系が生産する純生産物の価値額(標準純生産物〕を但)に代わって測

定単位とする。

制 RPAX*l=l

賃金を標準純生産物で測定したときの実質賃金率を叩*とすれば，

開 w*=叩 /RPAX*I

この関係と伺より，
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申時 r=RC1-w*) 

したがって，標準純生産物倒によって賃金を測定すれば，要素価格フロ Yティ

アは資本集約度均等の場合E同様に線形を示す。

VIまとめ

本稿を終るにあたって，標準商品がどのようにして資本測定上の困難を解決

するのかを明かにする。標準商品の資本測定における意義は，分配関係の変化

にもかかわらずその柁対価値を不変にとどめるように，現実の諸商品を架空の

割合で合成した点にある。したがって，生産構造に対する限定を設けることな

しに，分配変化に対応して生ずる相対価格変化において，標準商品の価値を不

変とみなすことができる。すなわち，標準商品は不変の尺度として機能する。

このことを理解するためには，標準体系における利潤率の決定をみればよい。

官事より，

同 RAX*I=回 Am=Jdq

闘のメぞから現実の価格ベクタ-Pを乗ずれば，

白4 RPAX*I=P[E-A]X*I=， ~ nPX*I 
1十K

賃金が与えられているとき，標準体系における利潤率の決定は，

RPAXマ-w
r=ーヨヨ玄五了一

である。賃金を標準純生産物のタ ムで測れば，例より，

。ゅ T 

。唱と由時Fより

T 

RPAX*I-w水RPAX*I
PAX*I 

一ιPX*I-w*.l!-.. PX*I 1+R---- - l+R 

7LPX*I l十R
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R(PIXl*+…+p"x裾*)ー即*R(PIXl*ート 十p"X"*)
PIXl*十PZX2*+ 十1九T"*

R(l-w勺(PIXl*十+九x，，*)
PIXl'" +・・・十p"Xn*

r= R(l一回り(二円キ+ーートX，，*)-
Z迎*+十x，，*

=R(l一世勺

〔引市) 85 

を意味する。すなわち，利潤率は価格に依存することなく，合成同品

l'XキI=xl*+"'+Xn*

の数量で決定される。標準尚品の価値額は，分配変化にともなう椙対価格変化

とともに変動する。 しかし， どのような価値変化にもかかわらず， 合成商品

l'X*1の数量で利潤率を決定する限り相対価格変化の影響をうけない。したが

って，標準商品を土ュメレールとするならば，標準商品は価格ターム，すなわ

ち利潤ネの関数でありながら， m節 6で述べたような利潤率決定における循環
は生じない。なぜなら，今みたように，標準商品は利潤率から独立であるから

である判。それゆえ，不変の尺度として機能するのである。なお，標準商品で

測定した賃金は， 資本財(商品 1からnまでのあるものはそうであろう〉で賃金が

支払われるという意味でないお〉こと， および標準商品の果たす機能が，標準体

系の内部にとどまらないことは明かであろう。後者を確認するために闘を検討

する。

E節2では，要素価格フロ Yティ 7は，ニュメレーノレ・タームの実質賃金率

と利潤率との組合せであることをみた。標準純生産物で測った賃金を与えれ

ば，凶の導出過程より明かであるように，現実の利潤率が得られる。また，逆

に，資本集約度の不均等な現実においては， M'が成立古る基盤をもたないの
で，利潤率を与えれば標準純生産物タ ムの実質賃金を得る。 なぜなら r=

R(lーな〉は資本集約度が均等の場合か，標準商品を三ュメレーノレにする場合

34) 標準商品は注20)の条件を満たしている也

35) [37) P. 317書照.
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しか成立しなL、からである。したがって， もはや，標準体系の構成について言

及することなしに，利潤率を与えれば，との関係凶より標準純生産物タームの

賃金が得られる。

ところで，標準純生産物をニュメレールとすることは，

制) 1支品マ=(山去最可A十支品マL
I RPAX*I=1 

という ιとである。倒は次のように書換えられる。

倒防マ=(1州市川L
l世 *_R三三
I ー
I~ - R 

利潤率を与件とすれば. 側 .2式より標準純生産物タームの実質賃金即*が決

定する。すると， 1式より，標準純生産物で測定された価格が得られる。

さらに， s却を次のように変形で雪る。

( 1 P ，_.， 1 P 
I ~*支百X*I=(日う w* RPAX*IA+L 

側 1-;'
I五平ニ支工子

側の 2式にあらわれる告は，標準純生産物が支配する労働量である。とい

うのは，体系(2)(3)では，標準賃金町ネが体系の労働量1に支払われるとき，標

準純生産物が支配する労働量は告であるからである。側の2式において，

利潤率が与えられれば，標準純生産物が支配する労働量が決定する。次に 1

式より，標準純生産物タームの価格 P/RPAX*Iが決まる。このとき，倒1式

は，
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となる。 ζれは，支配労働量で測定された商品価格が決定されていることを意

味する。 E節7で述べておいたように，資本測定を正Lく行なうことのできる

単位を見出すことができれば， 循環を断ち切り， 支配労働量は適切な測定単

位となる制。このとき，制2式の叩ホは， 所与の利潤率のもとで，労働量を定

義する純粋な数とみなすことができる。かくて，標準体系および標準商品の果

たす役割はまった〈背後に退いたと言える。

とζろで， われわれは賃金後払いの仮定37)(1到のもとに議論を展開してきた。

他の仮定をそのままにして，賃金前払いの仮定を採用するとき，価格体系は，

P=(l+の(PA+日'L)
となる。 ζのとき，同のような条件を得ることはできない。それゆえ，標準体

系闘を導出できない。賃金前払いを仮定して標準体系を導〈ためには，賃金を

生存賃金と剰余賃金に分割して門前者を物的なタームで後者を価値タームで

表わせばよい。そうすれば，賃金後払いの体系とまったく同様な議論が可能と

なる。
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